








Ⅲ 財務諸表に対する注記

1．重要な会計方針

(１）有価証券の評価基準及び評価方法

　市場価格がないため、原価法によっている。

(２)棚卸資産の評価基準評価方法

棚卸資産：最終仕入原価法によっている

(３)固定資産の減価償却方法

建物、ソフトウェアは、定額法により減価償却を実施している。

(４)引当金の計上基準

　退職給付引当金：期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　　(内、役員退職引当金についても、内規に基づく期末要支給額に相当する金額を

　計上している。）

(５)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込み方式により行っている。

２．特定資産の増減額及びその残高、

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 退職給付引当資産 30,422,800 1,612,700 0 32,035,500

 財政強化資産 122,716,934 2,000,000 0 124,716,934

 耐熱炉建設積立資産 15,000,000 0 0 15,000,000

168,139,734 3,612,700 0 171,752,434

３．特定資産の財源などの内訳

特定資産の財源の内訳等は、次のとおりである。

当期末残高
(内指定正味資
産からの充当額)

(内一般正味財
産からの充当額)

(内負債に対応
する額)

特定資産

 退職給付引当資産 32,035,500      0)(               32,035,500)(      32,035,500)(      

 財政強化資産 124,716,934     0)(               124,716,934)(     ―

 耐熱炉建設積立資産 15,000,000      0)(               15,000,000)(      ―

171,752,434     0)(               171,752,434)(     32,035,500)(      
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４．固定資産の取得価格、減価償却累計及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

 建　　　　　物 1,600,000 660,800 939,200 

 機　械　装　置 5,000,000 4,999,999 1 

 ソフトウエア 14,385,600 12,328,228 2,057,372 

20,985,600 17,989,027 2,996,573

※　 建物、機械装置：西日本加試験所の加熱炉

ソフトウェア：e-JSIAクラウド化開発費用、本部会計処理ソフト

５．引当金の明細

負債として計上されている引当金は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 退職給付引当金 30,422,800      1,612,700 0 32,035,500

Ⅳ　附属明細書

特定資産及び引当金の明細は、注記に記載のため、附属明細書は省略する。
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